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試み 

0 浜出真悟 ( 文科 省 。 科学技術政策研 ) , 万円 眞 ( 文科 省 。 科学技術政策研Ⅰ室蘭正太 ) , 
光 盤 史郎 ( 文科 省 。 科学技術政策研 ) , 横田慎一 "" ( 産 総研 ) 

1, 導 

わが国の科学技術政策においては。 高等教育ならびに 学術。 研究開発の振 における理工系と 人文社会系 

の間の乖離が 久しく指摘されて 来た。 文系。 理系という認識便宜丑の 区分けでもって、 一般社会概念や 個人の特性 

までも仕分けする 文化が強く存在することによって、 科学技術の社会的受容や 発展に影響が 出ることを双回におい 

て指摘し、 文理融合の必要性とその 方法論探索の 歴史的アセスメントについて 述べた。 

「科学技術と 社会」という 枠組みで科学技術のあ り方を語ることが 多くなっている 日本の科学技術活動に 

おいては、 科学技術にまつわる 正負両面を調和的に 解決する調整機能が 期待されている " この意味で、 科学技術 社 

金輪研究においてほ。 科学技術政策における 文理融合アプローチまたは 分野横断的。 学際領域的手法が 追及されて 

きたが。 我々の検討チームは、 今日の市民社会の 視点を踏まえた 問 解決型のアプローチを 融合研究と同定してい 

る " 第三期科学技術基本計画を 迎えている今日。 重点四分野。 八分野に限らず、 人文。 社会科学を科学技術の 研究 

開発へ援用した 融合研究領域もしくは 社会技術と呼ばれる 横断 敵 領域の研究推進によって、 科学技術への 市民参加 

が図られなければならいと 考えられている。 

各個別技術分野の 科学技術政策は。 調査研究などによる 中長期的見通し ( フォーザイト 活動 ) や技術開発 

のロードマップ 策定の助けを 借りて、 予算の投資計画が 立てられる。 個々の科学技術の 評価に大きく 介在する、 専 

門化評価と、 般 市民社会の意見を 代表する非専門家による 科学技術政策の 評価の間の乖離を 改善する必要が 指摘さ 

れている。 本研究では、 後者の主張の 主な立脚点であ る、 民主的政治の 一般市民の参画 度 をひとつの指標として、 

科学技術政策の 意思決定段階における、 より幅広く、 社会への影響をより 柔軟に取り込めるような 政策論議。 政策 

立案過程の考察について 論及する。 

客観的   

今回の方法論探索では、 科学技術政策の 総合性を「科学技術と 社 

会 」の融合アプローチが 補完するという 立場に立って、 現代的アセスメン 

田 こついて述べる。 

今日の科学技術政策においては、 国家政策としての 基本課題 臼 

本の場合「安全。 安心 コ 「 2 % 世紀のフロントランナー」「持続可能な 発展 パ 

を 満たしながら。 「リスクマネージメント」「技術経営」「産学連携」「 地財 

曲
 -
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戦略」「研究者のキャリアパスと 流動性」などの 個別事情に対応した 計画 立 ま驚 
@ ヰ干   '" じ 

案がなされる ， 
( 基礎 研匂 ( 石目 @ @ イ " ノ @@ ク ttl 

これらの具体的項目の 搾り出しば。 フ オ ー ザイト活動の 基本となる基礎調査 ( ブ ルファイ調査など、 図 Ⅰ 

参照 ) によって、 技術課題頃 日の大枠を捉えるような 概念から、 社会ニーズや 発展シナリオとして 考えられそうな 

具体的項目にまでブレークダウンして 考察される。 重点四分野もしくは 重点八分野の 縦割り構造をもつ、 1 50 ， 2 

00 ほどのデルファイ 技術項目の隙間を 縫って、 技術開発には 即座に還元できない 社会目標や改善事項を 横並びに 
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ヮ一ヂ イングされる。 

この調査相関において。 科学技術に関する 社会。 経済ニーズでは、 

ヂ ルフアイ調査の 技術動向と発展シナリオの 中長期ビジョン。 および社会 

目標としての 科学技術の進展を 市民社会が一体となって 評価することにな 

っている。 ヂ ルファイ。 発展シナリオのなかにも 中長潮ビジョンの 設定は 

含まれているが、 市民社会総体としての 社会目標設定を 行うことで、 政策 

におけるカッティンバ。 エッジ効果や 選択と集中の 効果が出ると 考 

えられる。 この一般市民社会による 評価と科学技術の 一般社会へのインパ 

クト。 サービスも含めた 政策評価の過程を 図 2 に示す。 

一般市民社会のニーズは 様で、 それを科学技術の 諸分野の技術 

関連項目に翻訳する 際に、 科学技術と社会の 融合的あ るいけ先端科学技術   
の 社会経済効果を 踏まえた戦略的な 文脈形成が必要で、 それを補強し 、 結   
果 として統合的な 政策を打ち出すための 方法と考えられる " 

このニーズ。 インパクト把握の 様子を、 さらに具体的な 段階に分 

解して。 図 3 に示す。 これらの各過程は 次のようになる。 ①一般市民の 二 
一 " "" 。 " " 

一ズ 把握。 ②ニーズに対する 科学技術 c 提示、 ③ニーズの科学技術政策 段 

階への展開。 ④先端科学技術の 影響予測、 ⑤予測結果の 科学技術政策への 

反映。 デルファイ調査自体は 第③過程に。 社会。 経済ニーズ調査は 第① 過 

程に相当すると 考えられる。 

このようなフィードバック 機能は、 ほとんどすべての 社会システムにおいてとりいれられているが " 市場。 

議会制選挙をはじめとして、 ブ イードバック 機能が従前に 働き、 システム全体の 調和がうまく 働くかどうかにつし・ ) 

ては。 かならずしも 自明ではない。 第二次基本計画以降、 こうした市民参加の 意図が政策立案に 反映させつつあ る 

ので、 この状況を傭 % 分析し。 融合研究の特性を 次に論及する " また最後に " こうした機能を 既に持っている 科学 

技術システムを 例にとり、 先行モデルとして 論及する。 

学 技術の中長期的発展に 係わる 傭撤的 予測調査 <D- 環として、 「社会。 経済 二 

一ズ 調査」 力 ; 行われた。 この調査研究においては、 科学技術への 市民参加の方法論として。 「有識者」。 「実業界」。 「 - 

般 市民」の 3 グループからなる 参加者のパネル 形式をとって 傭轍的 議論が行われた。 この調査方法は。 

よび参加者パネル 形式によって。 科学技術に関連する 社会目標の設定にまで 踏み込んだ社会決定論的なビジョンを 

打ち出すことが 眼目で。 それに見合った 科学技術を ヂ ルファイ調査の 各技術項目から 選別することであ る。 この調 

査研究の当面の 結論を表 1 に示す。 この方法論は、 まだ実験室段階での 開発途上であ るので。 開発上の間 類 はのぞ 

いておいて " このような統計処理が 理論的に可能であ るとして " 図表上の濃淡にあ らわれるような 結論を解釈する 

際の問題点がいくつか 挙げる。 

点エ : 陰のパラメータが 複数通程にあ 
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結果 ヂ 一夕を信ずるか、 予想覚の結果データとなっても 政策的に利用せざるを 得なくなる事態が 予想される。 基礎 

アンケートデータの 取集状況、 ぞの適応解析、 参加者パネルによる 社会目標とのマッチンバによる 傾斜配点など、 

数回の統計処理過程を 経るので。 - 見して奇妙な 結果となってもどの 過程で誤りがでたかわかりにくい。 

問題点 2 は、 問題点 1 よりもさらに 複雑で、 重点領域が視覚的に 示される利点をはるかに 超えて。 領域の 

同定にパターン 認知上の労力が 必要であ る。 かりに、 数理的な領域同定ができたとして、 その解釈には、 パネルに 

よる社会日 標 設定と同じぐらいの 思考過程が必要となる。 ややもすると。 屋上屋を重ねるようなプロセスになるこ 

とが危惧される。 また。 統計処理上は 重要領域と同定できないものでも。 政策立案過程においてプライオリティー 

を牛経験的知識から 人為的に高める 必要性のあ るものもでてくるであ ろう。 ドイツの フ オ ー サイト 下 U 

どでもこの例が 確認、 されている。 

これらの問題点を 回避する方法として、 「社会。 経済ニーズ調査」自体をデルファイ 調査にバンドルしな 

いで、 華人文。 社会経済科学的調査として 独立させることが 考えられる。 科学技術とばむしろ 無関係で独立な 調査 

としての社会目標設定とその 対策。 政策を人文。 社会科学的に 半数量的にもとめておいて、 その結果にあ らわれる 

科学技術の効果部分と、 今回のデルファイネ 社会経済ニーズ 調査の結果得られる 重点領域を比較検討するやり 方で 

あ る " 調査としては、 回数。 過程ともに増加するが、 両者の差異としてあ らわれる重点領域の 解釈のしやすさが 現 

れるはずであ る。 

これを言い換えたものが、 問題点 3 であ る。 クロスマッチンバによるニーズデータのマイニンバは、 社会 

目標という陰のパラメータを 設定することによって 未来志向の要素が 多く含まれることが 考えられる，これに 対し 

て 、 歴史的アセスメントという 次元設定をしなければ。 問題解決志向の 社会経済要素を 取り込む二とが 難しくなる 

であ ろう " 技術イノベーションによって 既存技術の間 点を克服するような 社会発展だけが 生ずるとは限らないの 

で、 既存の問題がどこにあ るかをマイニンバすることも 必要で、 これが。 科学技術と                             社会経済科学 

  



的 調査から特定さ 

以上のべたいく っ かの困難が存在するが、 人文。 社会経済科学   SH) と 科学技術研究開発 ( 

戦略的融合研究をおこすための 必要性は、 これらの困難が 存在すること 自体から説明される。 つぎに、 これらの で 

ソ チングが比較的合理性をよくもって 戦略的融合研究が 推進されている 例を欧州の状況に 見る。 

科学技術における 総合的政策に 必要な一般市民社会の 参加度を示す 指標として、 テクノロジー。 アセスメ 

ント (T 。 A) という機能が、 欧米先進国で 広範に展開されたことがあ る。 これは、 第一義として、 科学技術の役 

割を。 戦後の復興社会を 牽引するための 社会経済発展の 計画策定にもたせたもので。 日本においても 旧 科学技術庁 

の 企画課。 計画局などに 設置された。 ところが、 この ザ 。 A は戦後 4 0 年余りを経て、 わが国においては 工 

年代初頭にその 公式な活動を 停止しており。 ついでアメリカ 合衆国においても。 ( 連邦議会テクノロジープ セ 

スメント ) が日本に遅れてその 活動を停止した。 ( 文献 

このことによって、 今日の現代社会のグローバルな 技術経済の動向に 対して、 総合政策としての 科学技術 

と 社会の調整的な 介入を行 う ことはますます 難しくなる傾向にあ るが。 ぼ 。 A 活動がいまなお 盛んな欧州でほ 、 上 

記の科学技術ガバナンスへの 市民参加を進めている。 それのみならず、 欧州フレームワークプロバラム (FP 仔衿に 

おいて、 到 り 委員会の研究諮問委員会 ( 。 A 活動ならびに 技術に関する 社会アジュンダ 設定を重要 

な 産業経済イノベーション 政策の一環であ ると位置づけ、 これに必要な 研究政策け人文社会科学 ( 

提言 3 :TS 瞭をより有効に 同定。 実施するため フ オ ー サイト活動。 アセスメント 活動の拡大に SSH を注力する。 

これは具体的には、 29 鰯                                                 。 A によってモラトリアム 状態に入ってしまった 遺伝組み換 

え 技術の教訓 力 、 ら 、 新銭 術 イ ソヘ一シ " ン 創出の際の社会受容性をよく 調査研究してから。 研究開発の社会アジ ヱ 

ンダ を設定すべきであ ることを言って。 る 。 艶 ほ ついては、 筆者 は、 次のようなメトリックススキ 

一ムを考案している。 拐リ 撰録 レ 円れ参照 )   
    

    

        nxlei   
@1? 浜田真悟。 万円 眞 。 横田慎二 r 文理融合研究の 政策推進の試み 一科学技術政策にみる 過去の事例。 問題整理と現代の 科学 

技術政策研究上の 要請をふまえて J 研究。 技術計画学会第四回年次学術大会。 政策研究大学院大学、 飴 ㈱ 年 ㈹ 月餓 。 2H 日 

鰯 浜田真悟、 小山田和仁、 草深美奈子、 山下泰弘。 小林信一「 紐み 替え遺伝子作物に 関する議会 リ /" シニ 。 アセスルト機関報告書 

の国際比較」                 技術計画学会第 禰回 年次学術大会、 東京大学先端科学技術研究センター、 2003 年㍑ 同 7% 日 

  


